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佐野市火葬場指定管理者募集要項 

 

１．指定管理者制度導入の目的 

 佐野市（以下「市」という。）の佐野斎場及び葛生火葬場の 2 施設（以下「火葬場」と

いう。）について、佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第 2 条

及び佐野市火葬場条例（以下「条例」といいます。）第 4 条に基づき、その設置目的をよ

り効率的・効果的に達成し、住民サービスの向上を図ることができる指定管理者を募集

します。 

 

２．施設の概要 

施設名 称 佐 野 斎 場 葛 生 火 葬 場 

所 在 地 佐野市韮川町 578番地 1 佐野市あくと町 3330番地 

建築構 造 鉄筋コンクリート造一部 2階建て 鉄筋コンクリート一部鉄骨造平屋建て 

延 床 面 積 1,880.91㎡（火葬場・斎場棟） 368.07㎡（火葬場棟） 

供 用 開 始 平成元年 8月 昭和 58年 3月 

火葬炉施設 
再燃炉付火葬炉 4基・汚物炉 1基 

（㈱宮本工業所製） 

再燃炉付火葬炉 3基 

（富士建設工業㈱製） 

主な諸 室 

玄関ホール・炉前ホール・収骨室 2

室・待合室 4室・特別ホール・特別ホ

ール控室・待合ホール・売店・給湯

室・事務室・便所・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾄｲﾚ 

玄関ホール・炉前ホール・待合室 2

室・待合ホール・給湯室・事務室・便

所・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾄｲﾚ 

付属設 備 
合併浄化槽 220人槽 

マイクロバス型霊柩自動車 2台 

単独浄化槽 20人槽 

マイクロバス型霊柩自動車 2台 

火葬件数 

令和 2年度    1,482件 

令和 3年度    1,513件 

令和 4年度    1,652件 

令和 5年度    1,466件 

令和 6年度    1,363件 

令和 2年度     566 件 

令和 3年度     592 件 

令和 4年度     678 件 

令和 5年度     610 件 

令和 6年度     588 件 

営業日数 

令和 2年度     301日 

令和 3年度     302日 

令和 4年度     302日 

令和 5年度     303日 

令和 6年度     305日 

令和 2年度     301 日 

令和 3年度     302 日 

令和 4年度     302 日 

令和 5年度     303 日 

令和 6年度     305 日 

利用料金 

令和 2年度  9,000,000円 

令和 3年度  8,630,500円 

令和 4年度  10,142,500円 

令和 5年度  8,865,500円 

令和 6年度  8,541,000円 

令和 2年度  3,602,000 円 

令和 3年度  4,043,000 円 

令和 4年度  4,162,000 円 

令和 5年度  4,337,000 円 

令和 6年度  4,974,000 円 

＊施設の詳細等については、別記 1「佐野斎場概要」、別記 2「葛生火葬場概要」を参照して

ください。 
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（１）開場時間及び休場日 

   開場時間 午前９時から午後５時 

   休 場 日 １月１日、２日 友引の日 その他市長の承認を得た日 

 

３．応募資格 

応募資格は次の各号を全て満たすものとし、指定管理開始前及び開始後において、

資格を失効又は取得できず、市が指定を取り消すときは、その損害の賠償を請求する

場合があります。 

（１）個人ではなく、法人その他の団体（以下「団体」という。）であること。 

（２）団体又はその代表者が、次に掲げる事項に該当しないこと。 

・市長、副市長若しくは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が代表者

等の役員、顧問その他の職に就いている団体（資本金、基本金その他これらに準

ずるもの（以下「資本金等」という。）の 2 分の 1 を超える額を、その団体が出資

しているもの又はその団体に出資しているものを含む。）。ただし、市が資本金等

の 2分の 1以上を出資している団体及び公共的団体を除く 。 

・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定に基づき更生手続開始の申立てをし

ている団体又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に基づき再生手続開

始の申立てをしている団体 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

第 2号に規定する暴力団若しくはその利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」

という。）又は代表者その他の役員が同条第 6 号に規定する暴力団員若しくは暴力

団等の関係者である団体 

・佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年 9 月 26

日条例第 237号） 第 13条第 1項の規定により指定を取り消され、その取消しの日

から起算して 5年を経過しない団体 

・地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4及び佐野市競争入札参加

者指名停止要綱の規定に該当するもの 

・ 国税、県税、市税に未納（納期限が到来していないものを除く）があるもの 

（３）複数の団体が共同事業体を構成して応募する場合には、あらかじめ共同事業体結

成の協定書により定められた代表者が応募手続きを行うものとします。なお、共同

事業体の条件は次のとおりとし、応募後の構成員の変更は認められません。 

・構成員は、同一の公の施設の管理に関し、複数の共同事業体の構成員となること

ができないこと 

・共同事業体内の責任の所在及び業務分担等を明確化するために、構成団体間で

「共同事業体協定書兼委任状」（参考様式 2）を締結すること 

・代表者を含む構成員のすべてが、応募資格の（１）及び（２）の要件を満たして

いること 

（４）維持管理業務及び運営業務を実施するにあたり、事業開始までに必要な資格・専

門性を有する団体であること 

（５）最近 3年間に火葬場の運営管理業務の実績があること 
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※応募資格として、佐野市内に事業所若しくは事務所を設置することは求めませんが、

指定管理者として指定された際には、指定管理開始までに佐野市内に事業所若しく

は事務所を設置してください。 

 

４．指定の期間 

   令和 8年 4月 1日から令和 13年 3月 31日までの 5年間とします。 

ただし、佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第 13 条に

基づき、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命ずることがあります。 

なお、この指定期間は議会の議決により変更になる場合があります。 

 

５．管理の基準 

（１）施設の設置理念 

火葬場は、墓地・埋葬等に関する法律に規定する火葬場であり、その運営におい

ては火葬場に相応しいきめ細かなサービスの提供と効率的な管理運営を行い、利用

者に対し「人生終えんの場」として相応しい施設となることが期待されています。 

（２）基本方針 

公の施設である指定施設の設置目的と役割を十分に理解し、利用者の意思及び人

格を尊重し、指定管理者の創意工夫に基いた管理運営により、質の高いサービスを

継続的かつ安定的に利用者に提供するとともに、葬送の場として常に清潔で静ひつ

な空間を利用者に提供する施設となることに努めてください。 

（３）開場時間及び休場日 

佐野市火葬場条例で定める日時。ただし、指定管理者が特に必要があると認める

ときには、市長の承認を得て開場時間の変更、又は開場日の変更、あるいは休場日

を臨時に定めることができます。 

（４）平等・公平な取扱い 

指定施設は、公衆衛生その他の公共の福祉を確保するための「公の施設」であり、

その利用に際しては平等かつ公平な取り扱いをしてください。 

また、「正当な理由」がない限り、施設の利用を拒むことはできません。 

（５）維持管理方針 

施設や設備は、その機能と特性を十分に把握した上で、屋内外全ての施設を清潔

に保ち、かつその機能を正常に保持するとともに、次年度の運営を視野に入れて、

適正な維持管理と必要に応じた保守点検を行ってください。 

また、指定施設の設置目的等を損なわない範囲で、原則、指定期間終了時に原状

回復することを条件に、指定管理者が自主的に施設・設備の一部を変更、改修、整

備することができます。ただし、その場合は事前に市と協議してください。 

（６）開場時間中の運営方針 

ア．利用者の安全確保を第一に運営することとします。 

イ．利用者に対する時は、葬送の場に相応しい服装姿勢で挨拶し、親切・丁寧を心

掛けることとします。 
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ウ．利用者のニーズを常に把握し、管理運営に反映するように努めることとします。 

エ．施設内を清潔に保つとともに、光熱水費の削減に努めることとします。 

オ．指定管理者は、事件又は事故等の緊急事態が発生した時は、応急措置、緊急連

絡等を行った後、直ちにその状況を市に報告するものとします。 

カ．指定管理者は、市の承認を得た場合を除いて、施設を目的外に使用することは

できません。 

（７）関係法令等の遵守 

関係法令・条例等を遵守し、佐野斎場及び葛生火葬場の適正な管理を行うことと

します。 

 ①地方自治法や労働関係法令、墓地、埋葬等に関する法律や佐野市火葬場条例など

関連する法令等を遵守し、業務を行ってください。 

 ②指定管理者が行う利用の許可その他の条例に基づく処分については、佐野市行政

手続条例（平成１７佐野市条例第１０号）が適用されます。 

（８）守秘義務 

指定施設の管理運営上知り得た秘密を第三者に漏らしたり、自己の利益のために

利用することはできません。指定期間が終了した後、又は指定の取消後も同様です。 

（９）個人情報の保護 

指定管理者が行う公の施設の管理に係る個人情報の取扱いについては、個人情報

の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）の規定が適用されます。個人情報の取

扱いに関する管理規程を定めるなど、個人情報の保護対策を十分に行ってください。 

（10）情報公開 

佐野市情報公開条例（平成 17 年佐野市条例第 8 号）の趣旨に従い、公の施設の管

理のために作成し、又は取得した文書等であって、業務に従事している者が組織的

に用いるものとして保有している文書等について、以下の情報に該当する場合等を

除き、公開するものとします。 

・個人のプライバシーを侵害する恐れのある情報 

・他の法人等の事業活動に関する情報で、公開すると法人等の正当な利益を明らか

に害すると認められる情報 

・公開することにより、人の命、身体、財産等の保護、犯罪の予防等に支障をきた

すおそれのある情報 

・その他、公開することにより、事業の適切な運営に支障をきたすおそれのある情

報 

（11）文書等の管理について 

指定管理業務を円滑に実施するため、指定管理業務を開始する一定前の時期まで

に、文書等の管理に関する規程及び管理帳簿書類を作成し、適切に管理・保存して

ください。また、指定期間終了後に、市の指示に従い引き渡してください。 

（12）防災・安全対策の実施及び非常時の危機管理体制の確立 

利用者の安全を確保するため､適切な防災・安全対策を講じてください｡また､地震

などの災害や事故・事件などの発生時において、市をはじめ警察・消防等との連携

をとりながら適切に対応できるよう、万全の危機管理体制を確立してください。な
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お、大規模な災害が発生した場合は、市の災害対策に協力してください。 

（13）市及び教育委員会等が実施する事業への協力 

市及び教育委員会等が指定施設において実施する事業については、積極的に支援、

協力してください。 

（14）環境問題への取組み 

地球規模の環境保全のため、市が取り組んでいる温室効果ガスの排出量の削減、

再生可能エネルギーの利活用推進、省エネルギー、省資源等への取組みに協力して

ください。 

（15）調査・報告への協力 

指定施設に係る市、県、国等が実施する各種調査・報告については、速やかに対

応してください。 

 

６．業務の範囲 

指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとします。なお、業務の全部を第三者

に委託し、又は請け負わすことはできません。業務の一部を第三者に委託する場合は、

事前に市との協議が必要です。 

（１）主要業務 

ア．火葬に関する業務 

イ．火葬場内の施設の提供に関する業務 

ウ．霊柩自動車の運行に関する業務（霊柩運送） 

エ．火葬場の利用の許可に関する業務 

オ．火葬場の施設及び付属設備の維持管理に関する業務 

カ．その他の業務 

※詳細は別添「業務仕様書」のとおりです。 

（２）施設の運営に関すること 

ア．職員の配置等に関すること 

① 火葬場管理者 

火葬場の管理に係る業務の適切な遂行並びに調整等を行うために、「墓地、埋

葬等に関する法律」第 12 条の規定による火葬場管理者を、各火葬場に責任者と

して置き、副責任者も 1名以上置くものとします。また、責任者のいずれかを統

括責任者とします。責任者は火葬場に係る実務経験を 4年以上有するものとしま

す。 

② 運行管理責任者・整備管理者 

霊柩運送事業に係る業務を適法に遂行するため、火葬場（営業所）ごとに運

行管理責任者及び整備管理者を置くものとします。 

③ 職員 

火葬場には統括責任者、運行管理責任者等を含め、指定管理業務の遂行に必

要な職員を配置するものとします。業務実施に際し資格等を必要とする場合は、

有資格者を選定するものとします。職員の配置にあたっては業務が円滑に遂行

でき、利用者の利便性の向上が図れる職員数の配置を行うとともに、労働関係
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法令を遵守し、福利厚生を含め適正な人事管理を行うものとします。 

職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに、施設の管理運営に

必要な知識と技術の習得に努めるものとします。 

イ．火葬場の施設の利用料金に関すること 

利用者から利用料金を徴収するものとします。徴収した利用料金について報告

書を作成し市に報告するものとします。報告書の内容及び報告時期等については

市と協議するものとします。 

（３）災害等発生時の対応業務 

ア．開場時においては、利用者の避難誘導などの安全確保を最優先とします。 

イ．開場時・閉場時を問わず施設の損壊等の被害を最小限に抑えることとします。 

（４）業務の再委託 

「（１）オ．火葬場の施設及び付属設備の維持管理に関する業務」については、あ

らかじめ市長の承諾を得た業務について再委託ができるものとします。再委託を行

う場合は事業計画書に明示するものとします。なお、「火葬場の施設及び付属設備の

維持管理に関する業務」を一括して他の業者に再委託することはできません。 

 

７．共同事業体内での業務分担について 

共同事業体で応募を行う場合、どの団体がどの業務を受け持つか明確にしてくだ

さい。1つの業務に対して 2つ以上の団体で行う場合は、主となる団体を当該業務の

責任団体としてください。 

 

８．霊柩運送で使用する霊柩自動車及び「営業所・休憩所・車庫」の取扱い

について 

指定期間中は霊柩運送に使用する市霊柩自動車を無償貸与します。 

自動車検査証の使用者名義を、指定管理者又は共同事業体の場合は当該業務の責

任団体（以下「業務責任団体」という。）に変更し、業務責任団体は霊柩自動車に対

する使用責任、管理責任を負うものとします。指定期間中は霊柩自動車を良好な状

態で管理し、指定期間終了時は遅滞なく次期指定管理者又は市に使用者名義を変更

して引き渡すものとします。 

「営業所・休憩所・車庫」として使用する火葬場施設についても無償貸与するも

のとします。指定期間中は貸与された施設を良好な状態で管理し、指定期間終了後

は遅滞なく次期指定管理者又は市に引き渡すものとします。 

業務責任団体は、霊柩自動車について対人対物・搭乗者・車両を対象とした損害

保険に加入するものとし、対人・搭乗者の補償額は無制限とします。 

 

９．危険負担分担 

施設運営にあたり、想定される事故や社会情勢等の変化により、新たな経費等を

要することとなった場合、その負担については、原則として危険負担分担表に掲げ

る内容に基づくものとします。なお、危険負担分担表に無い項目や、内容に疑義が

生じた場合は、両者協議のうえ解決するものとします。 
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危険負担分担表（負担者に○） 

№ 項目 危険負担分担の内容 

負担者 

佐野市 
指定 

管理者 

１ 募集要項・仕様書 募集要項・仕様書等、市が作成した内容の修正・

変更に関するもの 
○  

２ 応募 事業計画書等、指定管理者が提案した内容の不

備、誤りに関するもの 
 ○ 

  応募費用に関するもの  ○ 

３ 法令等の変更 火葬場の管理・運営業務に影響を及ぼす法令の変

更によるもの 
○  

  指定管理者となる団体の運営に影響を及ぼす法令

の変更によるもの 
 ○ 

４ 物価・金利の変動 物価・金利の変動による経費・収入の変動  ○※ 

５ 施設・ 設備の損

傷 

施設・設備等の劣化及び特定できない第三者によ

る行為（修繕費用が 1件 50万円以下のもの） 

※ただし、修繕費用が１件あたり５０万円を超

える場合でも、緊急性を考慮し市と指定管理者

が協議のうえ実施する。 

 ○ 

  指定管理者の責めに帰すべき事由による事故・火

災等による施設等の損傷 
 ○ 

  市の責めによる事故・火災等による施設等の損傷 〇  

指定管理者が所有する備品等の損傷  〇 

  管理上の瑕疵による損傷  ○ 

  施設の構造上の瑕疵によるもの ○  

６ 行政的理由による

事業の変更 

行政的理由により業務の全部又は一部を中止、 

又は業務内容を変更したもの 
○  

７ 計画変更 市の指示によるもの ○  

  上記以外（指定管理者の提案を受け、市の承認を

得たものを含む） 
 ○ 

８ 許認可遅延 事業の実施に必要な許認可取得の遅延、失効等

（佐野市が取得すべきもの） 
○  

上記以外のもの  ○ 

９ 運営リスク 管理上の瑕疵による業務中止など  ○ 

  市が所有する施設・機器の構造上の瑕疵を原因と

する改修等による経費の増加、業務中止など 
○  

  指定管理者の提案による自主事業等に関わるもの  ○ 

10 セキュリティー 指定管理者の警備不備による情報漏えい・犯罪発

生等 
 ○ 
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  上記以外のもの ○  

11 第三者への賠償 指定管理者の責めに帰すべきもの  ○ 

  上記以外のもの ○  

12 事業運営 指定管理者の事由による事業内容・用途の変更等

に伴う、事業の遅延、運営費の増加に関するもの 
 ○ 

  市の事業内容・用途の変更等に伴う、事業の遅

延、運営費の増加に関するもの 
○  

13 利用者への対応 管理業務内容に対する施設利用者等からの反対、

訴訟、要望に関するもの（指定管理者の責めに帰

すべきものを除く） 

○  

  地域・市民への対応、協調  ○ 

  管理業務に関し施設利用者への対応に関するもの  ○ 

14 不可抗力 天災・暴動等による履行不能等 ○  

15 債務不履行 指定管理者の事業放棄・破綻によるもの  ○ 

  市の方針転換、その他手続の遅延等によるもの ○  

16 事業終了時 指定管理終了時の撤収、現状復帰に関わる費用  ○ 

※公共料金等の他からの調達が困難なものの価格上昇や、著しい価格上昇等により業務の継

続が困難と認められる場合に限り、協議により市が負担します。 

 

10．委託料等について 

指定管理者は、会計年度（4 月 1 日から翌年の 3 月 31 日）ごとに市が支払う指定

管理料及び利用料金等の収入により、５．管理の基準に従い、６．業務の範囲に定

める全ての業務を、指定管理者の事業計画に沿って行います。 

（１）指定管理料の予定金額 

指定の期間（５年間）合計の指定管理料は、次に掲げる金額以内とします。 

なお、この提示した金額又は事業者より提案された金額は、議会の議決を得るに 

あたり変更になる場合があります。 

指 定 管 理 料：５７２,６６８,０００円（５年間の指定管理料上限） 

※消費税及び地方消費税については、10％で計算しております。増減税があった

場合は指定管理料も準じて増減となります。 

（２）市が支払う指定管理料に含まれるもの 

ア．人件費 

イ．管理費 消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕費（1 件当たり 50 万以下のもの）、役

務費（通信運搬費、保険料等）、委託費（保守点検、予約システム管理業

務、清掃・警備業務等）、その他（使用料及び賃借料、公課費、負担金等）

の維持管理・運営業務に要する費用 

※ただし、事業者の自主事業に係る費用は事業者負担とする。 

ウ．事務費 
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（３）指定管理料に含まれないもの（市等が負担するもの） 

ア．建物の火災保険料 

イ．５０万を越える修繕費・工事費 

ウ．建物及び重要設備の更新費 

エ．佐野斎場売店等の使用許可、運営管理費 

オ．その他市長が必要と認める費用 

（４）物品の貸与 

業務に要するもので施設に付帯している主要な物品については、本市が無償で貸

し付けます。 

（５）指定管理料 

指定管理料は、会計年度ごとに市と指定管理者の協議に基づき決定します。 なお、

原則的には提出された収支計画書が指定管理料のベースとなります。 

（６）施設の利用料金 

施設の利用料金は、指定管理者の収入となります。 

（７）自主事業収入 

市が提案を求め､(又は指定管理者が提案し)審査により市が認めた指定管理者が行

う自主事業の収入は、指定管理者の収入となります。 

（８）精算 

①原則 

指定管理業務を本市が示した基準どおりに実施する中で、利用料金収入や事業収

入の増加、経費の削減など指定管理者の経営努力により生み出された剰余金につい

ては、原則、返還を求めないものとします。また、利用料金収入額は、指定管理者

が見込んだ金額を下回っても、本市は不足額を補填しません。ただし、光熱水費等

の変動に伴い収支計画書との乖離が生じた場合や不可抗力により生じた損失につい

ては、本市と指定管理者で協議し、精算することがあります。 

②還元を求めるとき（剰余金が当該年度の指定管理料の 1％を超えたとき） 

本事業で得た利益は、利用料金収入や事業収入の増加、経費の削減など指定管理

者の経営努力によるものである一方で、公の施設の管理運営業務から生まれたもの

であることから、指定管理者は、一会計年度において、剰余金（総収入額が総支出

額を超える場合におけるその超える部分の金額で、企画提案業務及び自主事業に係

るものを含む。）が生じ、当該年度の指定管理料の１％を超える場合は、超えた部分

の一部を本市に還元することを求めます。本市に還元する割合は、収支計画書のな

かで提案していただきます。 

なお、決算により損失が生じた場合、市がこれを補填することはありません。 

【還元額の例】 

剰余金が生じ、当該年度の指定管理料の１％を超えた部分の 50％を本市に還元す

る提案をした例 

総収入額  110,000,000円（うち指定管理料 100,000,000円） 

総支出額  105,000,000円 

剰 余 金    5,000,000円 
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還 元 額  （5,000,000円－100,000,000円×1％）×50％＝2,000,000円 

（９）指定管理料の支払い 

   会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに支払います。支払い時期や

額、方法は「年度協定」で定めます。 

（10）法人税等について 

指定管理者は①法人等にかかる市民税、②新たに設置した事業用資産にかかる固

定資産税（償却資産）等の納税義務者となる可能性があります。①については佐野

市役所市民税課、②については佐野市役所資産税課にお問い合わせください。なお、

法人税、消費税等の国税については税務署、法人等にかかる県民税・事業税等の県

税については、県税事務所へお問い合わせください。 

（11）区分会計の独立と管理口座 

   指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類及び経理規定を設けると共に、 

指定管理業務に関する収入及び支出については、団体自身の口座とは別の口座で管

理してください。また、他の「公の施設」の指定を受けている場合、他の「公の施設」

の管理口座とは別の口座で管理する必要があります。 

 

11．審査基準・選定方法 

（１）基本的考え方 

指定管理者の選定についての審査基準は、次の事項を基準としています。 

ア．利用者の平等利用が確保されていること。 

イ．管理を安定的に行う物的能力及び人的能力を有していること。 

ウ．利用者の安全が確保されていること。 

エ．火葬場の効用を効果的に発揮させるものであること。 

オ．管理経費の具体性及び削減が図られるものであること。 

カ．地域貢献や提案の独自性・創意工夫が図られるものであること。 

（２）選定方法 

提出された応募書類の審査については、応募資格等に該当するかどうかを審査する

第 1次審査と、第 1次審査を通過した応募者について、事業計画書等の内容を審査する

第２次審査を行います。第２次審査は応募者からのプレゼンテーションを踏まえて採

点を行います。 

審査は、副市長（委員長）、行政経営部長（副委員長）、総合政策部長、施設を所管

する部長、学識経験者で構成する選定委員会において非公開で行います。（審査結果に

ついては、後日公開いたします。） 

（３）審査基準 

第１次審査及び第２次審査の審査基準は次のとおりです。 

第 1次審査（資格及び書類審査） 

№ 審査項目 

１ 個人ではなく、法人その他の団体（以下「団体」という。）であること 

２ 業務仕様書に記載する管理運営に必要な免許・資格を有していること又は、指定
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管理者の候補者に選定された場合、速やかに必要免許・資格を取得することが可

能なこと 

３ 

市長、副市長若しくは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が代表者

等の役員、顧問その他の職に就いている団体（資本金、基本金その他これらに準

ずるもの（以下「資本金等」という。）の２分の１を超える額を、その団体が出資

しているもの又はその団体に出資しているものを含む。）でないこと（ただし、市

が 資本金等の２分の１以上を出資している団体及び公共的団体を除く） 

４ 

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定に基づき更生手続開始の申立てをし

ている団体又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に基づき再生手続開

始の申立てをしている団体でないこと 

５ 
暴力団員による不当な行為の防止に関する法律第２条に規定する暴力団・暴力団

員及びその利益となる活動を行うものでないこと 

６ 

佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年 9 月 26

日条例第 237号） 第 13条第 1項の規定により指定を取り消され、その取消しの日

から起算して 5年を経過しない団体でないこと 

７ 
地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４及び佐野市競争入札参加

者指名停止要綱の規定に該当しないものであること 

８ 

市県民税、法人税、消費税、地方消費税、固定資産税、都市計画税、特別土地保

有税及び事業所税の未納（納期限が到来していないものを除く）がないものであ

ること 

９ 提出書類等が募集要項、業務仕様書、業務基準の内容を満たしていること 

 

第 2次審査（提案内容等による審査） 

応募者より提出された事業計画書等を審査し、選定委員会当日に行われるプレゼンテ

ーションの内容を加味して採点、選定を行います。審査基準及び審査の観点は別記３の

とおりです。 

 

12．選定結果の通知 

第 1 次審査の結果については、応募のあった事業者のうち、失格の場合のみ 10 月上

旬までに文書で通知します。 

第 2 次審査の結果については、２次審査に参加した全ての事業者に 11 月上旬までに

「指定管理者の候補者選定（不選定）通知書」を通知します。 

なお、指定管理者の指定にあたっては、議会の議決を経て決定となります。「指定管

理者の候補者選定通知」をもって、指定管理者として指定される事を約束するもので

はありません。 

 

13．基本協定・年度協定の締結 

「指定管理者の候補者」は、議会の議決を経て、初めて指定管理者の指定を受ける
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ことになります。指定を受けた指定管理者と市は協議の上、基本協定と年度協定を締

結します。各協定の主な内容は次のとおりです。 

（１）基本協定 

指定期間全体にわたる基本的な事項を定めるものとします。 

ア．指定期間、毎年度共通の事業計画に関すること 

イ．管理の基準（休場日、開場時間等） 

ウ．業務の範囲に関すること 

エ．事業報告に関すること 

オ．危険負担分担に関すること 

カ．情報公開、個人情報保護に関すること 

（２）年度協定 

毎年度の事業内容や管理経費などを定めるものとします。 

ア．当該年度の事業内容に関すること 

イ．当該年度の管理費用と支払い方法等に関すること 

ウ．その他特記事項に関すること 

 

14．指定辞退・協定締結拒否等の際の賠償責任 

指定管理者の候補者として選定された事業者は、正当な理由なく指定の辞退又は協

定の締結を拒否した場合、市に生じた損害の賠償責任を負うものとします。 

 

15．再度の選定・指定の取り消し 

指定管理者候補者への選定結果の通知後、議会の議決を経るまでの間に、選定した

候補者を指定管理者に指定することが不可能となり、又は著しく不適当と認められる

事情が生じたときは、当該候補者の選定を取消し、当該候補者以外の申請団体のうち

から、再度候補者を選定することができるものとします。 

適正な管理に重大な支障が生じ、又は生じる恐れがある場合は、指定管理者の指定

を取り消すことがあります。 

なお、指定管理者は指定管理業務の継続が困難になる恐れが生じた場合には速やか

に市に報告し、協議することとします。 

 

16．指定までのスケジュール 

（１）募集要項等の公表・配布 

令和７年７月２５日（金）～令和７年９月１０日（水） 

佐野市ホームページに公表しますのでダウンロードしてください。 

また、次の窓口においても、配布いたします。（未使用の CD-R又は DVD-Rをご持参

ください。） 

・市民生活部 衛生施設室（佐野市植下町 2550番地） 

※土曜日・日曜日及び休日（国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)第

3 条に規定する休日をいう。以下同じ。）を除く、午前９時から午後５時までとし

ます。（正午から午後 1時までの間を除く。）質問の受付等についても同様です。 
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（２）現地説明会の開催 

・日時：令和７年８月８日（金）午前１０時００分から 

・会場：佐野斎場（集合場所）において開催します。葛生火葬場にも移動します

ので、各自、自動車でお越しください。 

・参加希望者は、現地説明会参加申込書（添付２）を８月５日（火）午後 5時まで

（必着）に衛生施設室へ郵送・ＦＡＸ・電子メール又は持参により申込みをし

てください。（申込みが、ＦＡＸ・電子メールの場合は、電話で受信確認の連絡

を取ってください。）参加者は 1団体 3名までとします。 

（３）質問受付期間 

・令和７年８月１２日（火）～令和 7年８月２０日（水）午後５時必着 

・質問書（添付３）により質問の内容（1 枚につき 1 件）を簡潔にまとめて 衛生

施設室へ、郵送・ＦＡＸ・電子メール又は持参により提出してください。 

（４）指定管理者指定申請書 受付期間 

・令和７年９月１０日（水）～令和７年９月１２日（金） 

・申請書の提出は、この期間内に直接、申請書を衛生施設室窓口に持参してくだ

さい。（郵送・ＦＡＸ・電子メール等での受付はいたしません。） 

（５）第 1次審査（資格審査等） 令和７年９月下旬 

（６）第 2次審査（提案内容等の審査） 令和７年１０月中旬 

（７）選定結果の通知・公表 令和７年１１月上旬 

選定結果については、選定・不選定いずれの場合においても応募者全員に通知し、

指定管理者の指定については公表します。 

（８）市議会へ指定議案を上程 令和７年１２月上旬 

（９）指定の通知 令和７年１２月下旬～令和８年１月上旬 

（10）基本協定の締結 令和８年１月～２月 

（11）事務引継 基本協定の締結後 

（12）年度協定の締結 令和８年４月１日（水） 

 

17．応募手続等 

（１）応募書類等の提出方法等 

市のホームページ又は衛生施設室で書類を入手し、衛生施設室へ直接提出してく

ださい。（郵送、FAX、電子メール等での受付はいたしません。）応募受付期間は、令

和７年９月１０日（水）から１２日（金）までとします。（ただし、受付時間は午前

９時から午後５時までとしますが、正午から午後 1時までの間を除きます。） 

なお、応募者から提出された書類は、公正な競争を妨げないようにするため、審

査期間内は非公開とするとともに、一度提出された事業計画や管理運営費などの根

幹に関わる内容の変更は認めません。 

（２）提出書類 

添付１「提出書類一覧」及び「提出書類様式」のとおり 

（３）質問の受付・回答 

質問受付期間（令和７年８月１２日～令和７年８月２０日）に受理した質問に対
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する回答は、市ホームページ上に掲載します。個別回答は行いません。 

（４）応募にあたっての留意点 

①接触の禁止 

選定委員、本市職員並びに本件関係者に対して、本件提案についての接触を禁止 

します。接触の事実が認められた場合には、失格となることがあります。 

②重複応募の禁止 

応募は、１団体につき１つとし、複数の応募はできません。また、１団体が複数

の共同事業体に参加することも認められません。 

③応募内容変更の禁止 

応募書類等の内容を変更することはできません。（軽易なものを除く） 

④虚偽の記載をした場合の無効 

応募書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

⑤応募書類等の取扱い 

応募書類等は理由の如何にかかわらず返却しません。 

⑥応募の辞退 

応募を行った後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出してください。 

⑦費用負担 

応募に関する費用は、すべて応募者の負担とします。 

⑧応募書類等の取扱い・著作権 

応募書類等の著作権は、各応募者に帰属します。なお、本施設の管理運営に関し

公表する場合、その他本市が必要と認める場合には、応募書類の全部又は一部を無

償で使用できるものとします。 

⑨追加書類の提出 

本市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合もあります。 

⑩資料等の目的外使用の禁止 

本市が提供する資料は、応募にかかわる検討以外の目的で使用することを禁じま

す。また、この検討の目的の範囲内であっても、本市の了解を得ることなく第三者

に対して、これを使用させたり、又は内容を提示することを禁じます。 

⑪公文書 

応募書類は、佐野市情報公開条例（平成 17 年佐野市条例第８号）第２条に定める

公文書にあたり、情報公開の対象になります。 

 

18. 問い合わせ先及び書類の提出先 

（１）問い合わせ先 

佐野市 市民生活部 衛生施設室（担当：大川、赤堀） 

〒３２７－０８３５ 栃木県佐野市植下町２５５０番地 

電 話：０２８３－２４－８４２４ 

ＦＡＸ：０２８３－２４－８４２５ 

e-mail：eisei@city.sano.lg.jp 

（２）書類の提出先 

mailto:eisei@city.sano.lg.jp
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佐野市 市民生活部 衛生施設室 



 

 

 

１）用 途 地 域：調整区域 

２）構 造：鉄筋コンクリート造一部鉄骨鉄筋コンクリート造、 

一部２階建 

３）敷 地 面 積：9,977.410㎡ 

４）建 築 面 積：2,002.106㎡ 

５）延 床 面 積：1,997.117㎡ 

６）着工年月日：昭和６３年５月２８日 

７）完成年月日：平成元年６月３０日 

８）建物面積(延床面積) 

①火葬場・斎場棟：1,880.914㎡ 

②残 灰 庫：   14.990㎡ 

③車 庫：   95.025㎡ 

④浄化槽ポンプ室：    6.188㎡  

９）火葬設備(㈱宮本工業所製) 

①火 葬 炉：大型炉４基(予備スペース１基) 

②汚 物 炉：１基 

③付 帯 設 備：１式      

10)施設内容 

①告別ホール：１室 

②収 骨 室：２室 

③待 合 室：４室 

④霊 安 室：１室 

⑤特別ホール：1室(告別式ホール、僧侶控室及び待合室) 

⑥その他 

11)霊柩自動車 

マイクロバス型霊柩自動車（葛生火葬場と共通使用） 

① 日産 とちぎ 800あ 499 平成 16年 7月登録 排気量 4.16Ｌ 

      走行距離：令和 7年 3月末 202,578ｋｍ、年間 8,942ｋｍ 

② 日産 とちぎ 800あ 81 平成 11年 7月登録 排気量 4.16Ｌ 

      走行距離：令和 7年 3月末 232,881ｋｍ、年間 8,239 ｋｍ 

③ いすず 栃木 88を 2261 平成 10年 3月登録 排気量 4.16Ｌ 

      走行距離：令和 7年 3月末 339,639ｋｍ、年間 6,792ｋｍ 

④ 三 菱 とちぎ 800あ 416  平成 15年 7月登録 排気量 4.89Ｌ 

       走行距離：令和 7年 3月末 270,980ｋｍ、年間 11,961ｋｍ 

12)霊柩自動車運行回数 

令和２年度 （往復）747件 （往路）126件 

令和３年度 （往復）776件 （往路）114件 

令和４年度 （往復）791件 （往路）150件 

令和５年度 （往復）705件 （往路）155件 

令和６年度 （往復）733件 （往路）128件 

佐 野 斎 場 概 要 
 

別記１ 



 

 

 

13)火葬件数等 

令和２年度 1,482件  特別ホール使用 15件 

令和３年度 1,513件  特別ホール使用  6件 

令和４年度 1,652件  特別ホール使用 16件 

令和５年度 1,466件  特別ホール使用  5件 

令和６年度 1,363件  特別ホール使用 12件 

 

14)火葬執行時間等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊出棺時間は葬家（葬祭ホール等）からの霊柩自動車出発時間 

   ＊火葬に要する時間       １時間３０分から２時間 

    

15）利用料金上限額（佐野市火葬場条例第 14条関係） 

区  分 単  位 
利   用   料 

市  民 市民以外 

 

火  葬 

 

１ ２ 歳 以 上 １ 体 無   料 ４０,０００円 

１ ２ 歳 未 満 １ 体 無   料 ２４,０００円 

死  産  児 １ 体 無   料 １２,０００円 

身 体 の 一 部 １ 体 無   料  ６,０００円 

改 葬 遺 体 １ 体 無   料 １８,０００円 

汚  物  の  焼  却 １ 個 無   料  ４,０００円 

待 合 室 ２時間  ３,０００円  ６,０００円 

特 別 ホ ー ル 控 室 ２時間  ３,０００円  ６,０００円 

特別ホール (控室含む ) １ 回 ２０,０００円 ４０,０００円 

霊  安  室 ２４時間  ３,０００円  ６,０００円 

霊 柩 自 動 車 
往 復  ５,０００円 １０,０００円 

往 路  ２,５００円  ５,０００円 

※市民とは火葬場条例別表備考による。 

番号 執行時間 番号 執行時間 

１ 
出棺  ９：００ 

火葬  ９：３０ 
５ 

出棺 １３：３０ 

火葬 １４：００ 

２ 
出棺  ９：３０ 

火葬 １０：００ 
６ 

出棺 １４：００ 

火葬 １４：３０ 

３ 
出棺 １０：００ 

火葬 １０：３０  
７ 

出棺 １４：３０ 

火葬 １５：００ 

４ 
出棺 １０：３０ 

火葬 １１：００ 
８ 

出棺 １５：００ 

火葬 １５：３０ 



 

 

 

施設概要 

１）用 途 地 域：指定なし 

２）構 造：鉄筋コンクリート造、平屋建 

３）敷 地 面 積：4,962.945㎡ 

４）建 築 面 積： 415.510㎡ 

５）延 床 面 積： 368.070㎡ 

６）着工年月日：昭和５６年１０月１２日 

７）完成年月日：昭和５７年 ３月２５日 

８）建物面積(延床面積) 

①火葬場・斎場棟：415.51㎡ 

②運 転 手 控 室： 23㎡ 

９）火葬設備(富士建設工業製) 

①火 葬 炉：普通炉２基、大型炉１基 

②付 帯 設 備：１式      

10）施設内容 

①炉前ホール：１室 

②待 合 室：２室 

③待合ホール：１室 

④給 湯 室：１室 

11)霊柩自動車運行回数 

令和２年度 （往復）330件 （往路）71件 

令和３年度 （往復）419件 （往路）53件 

令和４年度 （往復）385件 （往路）65件 

令和５年度 （往復）369件 （往路）89件 

令和６年度 （往復）370件 （往路）71件 

12)火葬件数 

令和２年度 566件 

令和３年度 592件 

令和４年度 678件 

令和５年度 610件 

令和６年度 588件 

13）火葬執行時間等 

番号 執行時間 番号 執行時間 

１ 
出棺  ９：００ 

火葬  ９：３０ 
４ 

出棺 １２：３０ 

火葬 １３：００ 

葛 生 火 葬 場 概 要 
 

別記２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊出棺時間は葬家（葬祭ホール等）からの霊柩自動車出発時間 

   ＊火葬に要する時間       １時間３０分から２時間 

 

14）利用料金上限額（佐野市火葬場条例第 14条関係） 

区  分 単  位 
利用料金 

市  民 市民以外 

火 葬 

１ ２ 歳 以 上 １ 体 無   料 ４０,０００円 

１ ２ 歳 未 満 １ 体 無   料 ２４,０００円 

死  産  児 １ 体 無   料 １２,０００円 

身 体 の 一 部 １ 体 無   料  ６,０００円 

改 葬 遺 体 １ 体 無   料 １８,０００円 

待  合  室 ２時間  ３,０００円  ６,０００円 

霊 柩 自 動 車 
往 復  ５,０００円 １０,０００円 

往  路  ２,５００円  ５,０００円 

※市民とは火葬場条例別表備考による。 

    

２ 
出棺  ９：２０ 

火葬  ９：５０ 
５ 

出棺 １３：３０ 

火葬 １４：００ 

３ 
出棺 １１：２０ 

火葬 １１：５０  
６ 

出棺 １５：００ 

火葬 １５：３０ 



別記　３

審査基準及び審査の観点

配　点

・本施設の目的を達成するための指定管理者に求められる経営理念や役割について 5

・本施設の運営管理にあたる運営理念について 5

・関係法令、個人情報の保護及び情報公開の取扱いに関する考え方及び取組みについて 5

・利用者の平等利用の確保に関する考え方について 5

・多様性(外国語対応、宗教的配慮等)への配慮に関する考え方について 5

10

5

10

5

・同様、同類の施設の指定管理に関する業務実績について 10

5

・本施設の運営管理にあたり、突発的な故障・トラブル発生時の対応・体制について 10

5

審査基準及び審査の観点

１．利用者の平等利用が確保されること

２．管理を安定的に行う物的能力及び人的能力を有していること

３．利用者の安全が確保されること

（２）同種施設での運営実績

（１）霊柩自動車運行や施設利用における安全対策、防犯対策

（２）故障・トラブル時の対応体制

（３）危機管理対応（災害時対応、感染症対策等）

（１） 運営管理の基本的な考え方

（２）関係法令の遵守

（３）平等利用の確保

・事前準備計画等（現指定管理者からの引継ぎ方法、職員の確保、一般貨物自動車運送

事業の許可等）について

（１）運営管理の執行体制

・霊柩自動車運行における安全対策、施設の利用における安全対策、防犯対策について

・平常時の危機管理に対する対応、災害時等における基本的な考え方、対応策について

・経営基盤の状況（事業者の経営状況、資本構成の安定性、経営危機に対する対応策

（緊急資金、担保、保険など）等）について

・運営管理業務全般の実施体制（人員の配置、責任の所在、業務経験者、有資格者、本

社の支援連携体制等）について

・従事職員の処遇・待遇、労働環境及び管理能力向上策として、職員の給与や賞与、福

利厚生、職員を育成するための研修計画について



別記　３

・利用者の要望や苦情を収集するための具体的な方策と反映方法について 10

5

・施設の長寿命化を見据えた維持管理の提案について 5

・コスト縮減の具体的な方策、剰余金の還元に対する考え方について 5

・収支計画書にて算出した運営管理経費の適切性かつ事業計画の実現性について 10

・効率的な運営管理に向けた取り組みについて 5

・地元との円滑な関係構築に向けた対応策について 5

・物品等の調達等の市内業者との連携、職員の地元雇用に関する考え方 5

・ICT活用による業務効率化について 5

・環境負荷の低減に向けての取組みについて 5

・独創的な提案等について 5

150

４．施設の効用を効果的に発揮させるものであること 

合　　　計

（１）経費削減策の提案、還元率の提案（事業計画書、収支計画書）

（２）運営費の妥当性（収支計画書）

（３）指定管理料に対する費用対効果

（１）苦情対応や問い合わせ対応の仕組み 

（２）建物や設備の定期点検・清掃体制

（３）長寿命化を見据えた維持管理提案

（１）地元住民への対応

（２）地元雇用の確保

（３）ICT活用による効率化（オンライン予約、電子帳票など）

（４）環境への配慮（省エネ機器導入、ゴミ削減策）

（５）他施設との差別化につながる工夫

・建築物、機械設備、清掃、植栽管理の維持管理の基本的な考え方、水準の維持、向上

に向けた考え方及び取組みについて

５．管理経費の具体性及び削減が図られるものであること

６．地域貢献や提案の独自性・創意工夫が図られるものであること









別記５-１

（千円：税込）

佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場

6,470 4,150 6,470 4,150 6,470 4,150 6,470 4,150 6,470 4,150 53,100

支　　　出 （千円：税込）

佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場 佐野斎場 葛生火葬場

25,462 13,184 26,309 13,622 27,156 14,061 28,003 14,499 28,849 14,938 206,083

13,638 13,638 14,193 14,193 14,748 14,748 15,302 15,302 15,857 15,857 147,476

2,569 2,012 2,695 2,111 2,821 2,210 2,947 2,308 3,073 2,407 25,153

41,669 28,834 43,197 29,926 44,725 31,019 46,252 32,109 47,779 33,202 378,712

火葬業務・施設管理 1,734 811 1,761 826 1,802 840 1,832 855 1,861 870 13,192

日常清掃 230 174 234 177 238 180 242 183 246 186 2,090

白　灯　油 10,737 3,141 12,088 3,565 13,440 3,989 14,791 4,413 16,143 4,836 87,143

軽　　　油 584 484 626 518 667 552 708 586 749 620 6,094

ＬＰガス --- 50 --- 50 --- 50 --- 50 --- 50 250

電　気　料 6,673 1,516 7,098 1,605 7,522 1,693 7,947 1,782 8,372 1,870 46,078

水　道　料 300 30 300 30 300 30 300 30 300 30 1,650

施設設備 2,451 506 2,451 506 2,451 506 2,451 506 2,451 506 14,785

霊柩自動車 1,686 1,686 1,686 1,686 1,686 1,686 1,686 1,686 1,686 1,686 16,860

役務費 通信費・保険料 458 321 466 327 474 333 483 339 491 344 4,036

委託費 保守点検・清掃委託 6,305 2,154 6,492 2,203 6,678 2,251 6,865 2,300 7,052 2,349 44,649

その他 ﾘｰｽ・重量税・負担金 339 543 345 553 351 563 357 573 363 583 4,570

31,497 11,416 33,547 12,046 35,609 12,673 37,662 13,303 39,714 13,930 241,397

543 518 561 535 579 553 597 570 616 587 5,659

73,709 40,768 77,305 42,507 80,913 44,245 84,511 45,982 88,109 47,719 625,768

568,880

625,768

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度
合計

共
通
費

事　務　管　理　費

指定管理支出額合計

小　　　　　　　計

管
　
　
　
理
　
　
　
費

消耗品費

燃料費

光熱水費

修繕費

合計
令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

123,480

135,828

113,780

125,158

118,630

130,493114,477税込み金額

108,920

119,812

税抜き金額 104,070

収支予算書（想定額）

人
件
費

火葬業務

霊柩自動車運転業務

区　　　　　　　　分

日常清掃業務

小　　　　　計

収　　　　 入

区　　　　　　　　分
令和８年度

利　　用　　料



別記５-２

○指定管理料(想定額）
単位　千円

年  度 R8 R9 R10 R11 R12 計

指定管理支出額計(ｱ) 114,477 119,812 125,158 130,493 135,828 625,768

（税別金額） 104,070 108,920 113,780 118,630 123,480 568,880

利　用　料　計(ｲ) 10,620 10,620 10,620 10,620 10,620 53,100

指定管理料(ｱ－ｲ) 103,857 109,192 114,538 119,873 125,208 572,668



別記６ 

 

令和７年度現在の指定管理者職員(組織)配置図（参考） 

 

※以下は事例です。申請者は募集要項、業務仕様書に合致する組織を独自に提案して下さい。 

 

 

 

指定管理者 総務部門 

（責任者・庶務・会計経理担当） 

（施設管理・霊柩運送専従役員） 

火葬場管理部門 

佐野斎場 

総括責任者１名 

（受付・火葬兼務、防

火管理者） 

 

火葬担当３名 

 

受付担当１名 

収骨担当１名 

清掃担当１名 

 

必要な資格 

・危険物取扱者 

・防火管理者 

葛生火葬場 

副責任者・火葬担当１名 

（火葬業務兼務） 

（防火管理者） 

 

受付担当１名 

（清掃担当兼務） 

 

必要な資格 

・危険物取扱者 

・防火管理者 

霊柩自動車運行部門 

 

運行管理責任者１名 

（運転手兼務） 

整備管理者（有資格・届出）１名 

（運行管理補助責任者、運転手兼

務） 

運転手３名 

 

合計５名(車両４両+１名) 

※以上は届出営業所（車庫）が 

１ヶ所の場合です。届出営業所

（車庫）は佐野斎場に集約。 


